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1.  平成25年6月期第1四半期の連結業績（平成24年7月1日～平成24年9月30日） 

 

(2) 連結財政状態 

  

(1) 連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

25年6月期第1四半期 593 ― 37 ― 28 ― 24 ―
24年6月期第1四半期 118 △28.9 △21 ― △29 ― △30 ―

（注）包括利益 25年6月期第1四半期 24百万円 （―％） 24年6月期第1四半期 △29百万円 （―％）

1株当たり四半期純利益
潜在株式調整後1株当たり四半期

純利益
円 銭 円 銭

25年6月期第1四半期 735.49 732.36
24年6月期第1四半期 △1,894.85 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

25年6月期第1四半期 1,429 383 26.0 11,116.57
24年6月期 1,358 359 25.6 10,381.08
（参考） 自己資本   25年6月期第1四半期  372百万円 24年6月期  347百万円

2.  配当の状況 

（注）直近に公表されている配当予想からの修正の有無  ：  無  
 

年間配当金
第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

24年6月期 ― 0.00 ― 0.00 0.00
25年6月期 ―
25年6月期（予想） 0.00 ― 0.00 0.00

3. 平成25年 6月期の連結業績予想（平成24年 7月 1日～平成25年 6月30日）  
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率）

（注）直近に公表されている業績予想からの修正の有無  ：  無   

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

第2四半期(累計) 1,050
～1,050

― 28
～50

― 18
～40

― 15
～35

―

通期 3,000
～3,800 ― 240

～350 ― 220
～330 ― 200

～300 ―



(1) 当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  ：  無  

(2) 四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用  ：  無  

(3) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

（注）「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」第10条の5に該当するものであります。詳細は、添付資料P.4「2. サマリー情報
（注記事項）に関する事項（3）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示」をご覧ください。 

(4) 発行済株式数（普通株式） 

※四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 
この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続きの対象外であります。また、この四半期決算短信の開示時点において、四半期連
結財務諸表に対する四半期レビュー手続きは終了しております。 

※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、そ
の達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる
条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、添付資料P.2「１．当四半期決算に関する定性的情報（３）連結業績予想に関する定性的
情報」をご覧ください。 

※  注記事項

新規 ―社 （社名） 、 除外 ―社 （社名）

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更   ：  有
② ①以外の会計方針の変更   ：  無
③ 会計上の見積りの変更   ：  有
④ 修正再表示   ：  無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 25年6月期1Q 33,477 株 24年6月期 33,477 株
② 期末自己株式数 25年6月期1Q 2 株 24年6月期 2 株
③ 期中平均株式数（四半期累計） 25年6月期1Q 33,475 株 24年6月期1Q 16,172 株
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（１）連結経営成績に関する定性的情報 

 当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、不安定な海外情勢、国内外の景気減速により、経済全体の先

行きに対する見通しは大変厳しいものとなっております。 

 こうした状況下、当社グループは、前連結会計年度においてWWB株式会社(以下、「WWB」という)との株式交換を

実施し、当社の既存事業であるIT事業に、WWBの既存事業である建機販売事業及び新規事業となる太陽光発電（ソ

ーラー）事業を加えました。当連結会計年度は、株式交換実施による新たな事業基盤で初めて１年間通して事業を

行うこととなります。また、当第１四半期連結会計期間より連結納税制度を適用することから、連結子会社のWWB

について決算日を５月31日から６月30日に変更しております。この決算日変更に伴い、WWBについて当第１四半期

連結会計期間は平成24年６月１日から平成24年９月30日までの４ヶ月間を連結しております。 

 当第１四半期連結累計期間において、既存事業であるIT事業及び建機販売事業は厳しい経済環境下ながら堅調に

推移しております。また、新規事業である太陽光発電（ソーラー）事業においては、市場拡大により競争が激しく

なっていく状況ではあるものの、WWB製品は品質性能、価格において競争力を有しており、住宅向けを中心に堅調

に推移しております。 

 この結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は593,054千円（前年同四半期は118,869千円）、営業利益は

37,249千円（前年同四半期は営業損失21,632千円）、経常利益は28,303千円（前年同四半期は経常損失29,521千

円）、四半期純利益は24,620千円（前年同四半期は四半期純損失30,643千円）となりました。 

  

 セグメントの業績は、次のとおりであります。 

 なお、前第３四半期連結会計期間より報告セグメントの区分を変更しており、以下の前年同四半期比較について

は、前年同四半期の数値を変更後のセグメント区分に組み替えた数値で比較しております。 

１．IT事業 

 当社主力製品「Knowledge Market」、MS事業におけるライセンス販売、SI、運用保守等により、売上高107,198

千円（前年同四半期は118,869千円）、営業利益11,933千円（前年同四半期は営業損失21,632千円）となりまし

た。 

２．建機販売事業 

 WWBにおいて、建設機械を国内及び海外に販売した結果、売上高265,346千円、営業損失5,030千円となりまし

た。 

３．太陽光発電（ソーラー）事業 

 WWBにおいて、ソーラーパネル及び関連製品を販売した結果、売上高220,509千円、営業利益38,386千円となりま

した。 

  

   

（２）連結財政状態に関する定性的情報 

（資産） 

 当第１四半期連結会計期間末における流動資産は708,881千円となり、前連結会計年度末に比べ45,247千円増加

いたしました。これは主に売掛金が100,928千円、商品が10,010千円増加したことによるものであります。固定資

産は720,309千円となり、前連結会計年度末に比べ25,136千円増加いたしました。これは主に有形固定資産が

44,388千円増加したことによるものであります。 

 この結果、総資産は、1,429,191千円となり、前連結会計年度末に比べ70,384千円増加いたしました。  

（負債） 

 当第１四半期連結会計期間末における流動負債は863,789千円となり、前連結会計年度末に比べ11,008千円増加

いたしました。これは主に前受金が43,657千円増加したことによるものであります。固定負債は181,605千円とな

り、前連結会計年度末に比べ34,756千円増加いたしました。 

 この結果、負債合計は、1,045,395千円となり、前連結会計年度末に比べ45,764千円増加いたしました。  

（純資産） 

 当第１四半期連結会計期間末における純資産合計は383,796千円となり、前連結会計年度末に比べ24,620千円増

加いたしました。これは四半期純利益24,620千円によるものであります。 

 この結果、自己資本比率は26.0%（前連結会計年度末は25.6%）となりました。 

   

   

（３）連結業績予想に関する定性的情報 

 前連結会計年度において、当社とWWBとの株式交換実施により、当社グループは既存事業であるIT事業にWWB既存

事業である建機販売事業、新規事業となる太陽光発電（ソーラー）事業を加えております。当該株式交換の実施に

１．当四半期決算に関する定性的情報
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より、前連結会計年度の経営成績は、売上高1,336,370千円、営業利益92,067千円、経常利益52,419千円、当期純

利益31,226千円となっております。平成25年６月期については、実質的に初めて１年間通して、IT事業、建機販売

事業、太陽光発電（ソーラー）事業を行うことになります。 

 IT事業及び建機販売事業については、既存事業であり足元の状況を勘案した計画となっております。 

 太陽光発電（ソーラー）事業については、平成24年６月期より本格的に参入した事業であり、住宅向け（戸建）

を中心に立ち上がりを見せております。今後の事業展開としては、住宅向け（集合住宅）、産業用さらにメガソー

ラーへの参入を検討、実施してまいります。太陽光発電（ソーラー）事業は事業分野としては成長著しくかつ競争

が激化してきている分野でもあることから、事業展開の進捗によっては今後の事業の見通しが大きく変動する可能

があります。 

 なお、平成24年８月23日の「平成24年６月期 決算短信」で公表いたしました第２四半期連結累計期間及び通期

の連結業績予想に変更はありません。 
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（１）当四半期連結累計期間における重要な子会社の異動 

該当事項はありません。   

   

   

（２）四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 

該当事項はありません。 

   

   

（３）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

（減価償却方法の変更） 

 当社及び連結子会社は、法人税法の改正に伴い、当第１四半期連結会計期間より、平成24年７月１日以後に取

得した有形固定資産について、改正後の法人税法に基づく減価償却方法に変更しております。 

 これによる当第１四半期連結累計期間の営業利益、経常利益及び税金等調整前四半期純利益に与える影響は軽

微であります。 

   

２．サマリー情報（注記事項）に関する事項
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 当社グループは、当第１四半期連結会計期間末の借入金残高のうち当社の借入金423,084千円について、借入先と

６ヶ月毎に期日更新を行ってきております。現在の当社グループの手元資金及び今後１年間の資金繰り見込みにおい

ては、今後もこの借入金についての期日更新が当社グループの事業継続の前提となります。当該状況により、当社グ

ループにおいては継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。 

 当社グループは、当該状況を解消すべく以下の施策に取り組んでおります。 

  

①今後の収益力への取り組み 

 当社は、平成23年11月24日開催の当社株主総会において、当社とWWB株式会社（以下「WWB」という）との株式交

換契約につき承認決議され、同月29日に効力が発生しております。前連結会計年度に実施した当該株式交換によ

り、当社既存事業であるIT事業、WWB既存事業である建機販売事業に加え、太陽光発電（ソーラー）事業に参入

し、グループとして強固な事業基盤を構築し、継続して収益を生み出す企業体を目指してまいります。 

  

②当社グループの事業の進捗状況 

 当第１四半期連結会計期間においては、既存事業であるIT事業及び建機販売事業においては、厳しい経済環境下

ながら、堅調に推移しております。また、新規事業である太陽光発電（ソーラー）事業においては、市場拡大によ

り競争が激しくなっていく状況ではあるものの、WWB製品は品質性能、価格において競争力を有しており、住宅向

けを中心に堅調に推移しております。また、平成24年５月末に当社とWWBの事務所統合を予定通り実施いたしまし

た。これにより、事業の効率的な推進及び費用の削減が可能となっております。 

  

③財務基盤の強化 

 当社の資金状況については、当社より借入先である株式会社三菱東京UFJ銀行に対して、適宜、当社グループの

事業進捗状況の説明を行い、今後の返済期日の更新について協議を行っております。 

 WWBの資金状況については、足元、事業は堅調に推移しており、仕入資金確保についても、取引先との決済条件

の緩和等により自助努力での資金繰り改善を鋭意行っております。 

 グループ全体としては、当社、WWBの両社において機動的に資金を融通し、安定した事業運営やメガソーラー等

への投資を行っていきます。 

  

④資金調達について 

 当社は前連結会計年度において、MW投資事業有限責任組合を割当先とした新株予約権を発行し19,600千円の資金

を調達し、同新株予約権の一部行使により20,394千円の調達を実施いたしました。残りの新株予約権についてもMW

投資事業有限責任組合に対して行使するよう要請いたしましたが、同組合からはWWBの係争案件の事業に対する影

響の懸念を理由に新株予約権の行使を保留する旨の連絡を受けております。当社としては、同組合は契約上、当社

からの行使要請に対して応じる義務があると考えており、前述の係争案件は同組合が行使を保留する理由としては

正当でないと考えており、かつ、本係争案件は既にWWBに対する請求が棄却され解決済みであります。このような

状況下、当社としては引き続き同組合に対して残りの新株予約権について行使するように要請を行い、当初見込ん

でいた30,006千円の資金調達を実施したいと考えております。 

  

 これら施策を着実に実行することにより、早期に借入金を返済し、経営基盤の安定化を図ってまいります。 

    

３．継続企業の前提に関する重要事象等
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４．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：千円）

前連結会計年度 
(平成24年６月30日) 

当第１四半期連結会計期間 
(平成24年９月30日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 152,985 107,780

売掛金 116,249 217,177

商品 321,445 331,455

仕掛品 4,239 2,615

原材料及び貯蔵品 146 134

その他 69,076 50,458

貸倒引当金 △510 △740

流動資産合計 663,633 708,881

固定資産   

有形固定資産 30,483 74,872

無形固定資産   

ソフトウエア 1,638 1,377

のれん 624,483 616,442

その他 102 102

無形固定資産合計 626,223 617,922

投資その他の資産   

関係会社長期貸付金 226,952 222,058

関係会社長期未収入金 23,801 23,288

その他 22,477 14,823

貸倒引当金 △234,766 △232,656

投資その他の資産合計 38,465 27,514

固定資産合計 695,172 720,309

資産合計 1,358,806 1,429,191

負債の部   

流動負債   

買掛金 131,921 121,106

短期借入金 463,084 463,084

1年内返済予定の長期借入金 24,726 25,890

未払金 48,337 35,323

未払法人税等 25,714 9,458

未払消費税等 13,829 3,374

前受金 138,203 181,861

その他 6,965 23,689

流動負債合計 852,780 863,789

固定負債   

長期借入金 99,180 91,048

その他 47,669 90,557

固定負債合計 146,849 181,605

負債合計 999,630 1,045,395

純資産の部   

株主資本   

資本金 781,312 781,312

資本剰余金 14,162 14,162

利益剰余金 △447,936 △423,315

自己株式 △32 △32

株主資本合計 347,506 372,127

新株予約権 11,669 11,669

純資産合計 359,175 383,796

負債純資産合計 1,358,806 1,429,191
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（２）四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書 
（四半期連結損益計算書） 
（第１四半期連結累計期間） 

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成23年７月１日 
 至 平成23年９月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成24年７月１日 
 至 平成24年９月30日) 

売上高 118,869 593,054

売上原価 72,490 445,833

売上総利益 46,379 147,220

販売費及び一般管理費   

役員報酬 15,500 15,507

給料 12,636 19,809

支払手数料 11,945 20,020

研究開発費 268 3,315

減価償却費 405 2,192

のれん償却額 － 8,040

その他 27,256 41,085

販売費及び一般管理費合計 68,012 109,971

営業利益又は営業損失（△） △21,632 37,249

営業外収益   

受取利息 6 9

その他 148 0

営業外収益合計 155 9

営業外費用   

支払利息 3,053 4,730

支払手数料 2,500 121

為替差損 2,090 454

貸倒引当金繰入額 － 3,071

その他 400 577

営業外費用合計 8,043 8,955

経常利益又は経常損失（△） △29,521 28,303

特別利益   

新株予約権戻入益 293 －

特別利益合計 293 －

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△29,227 28,303

法人税、住民税及び事業税 282 3,466

法人税等調整額 － 216

法人税等合計 282 3,682

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

△29,510 24,620

少数株主利益 1,133 －

四半期純利益又は四半期純損失（△） △30,643 24,620
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（四半期連結包括利益計算書） 
（第１四半期連結累計期間） 

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成23年７月１日 
 至 平成23年９月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成24年７月１日 
 至 平成24年９月30日) 

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

△29,510 24,620

四半期包括利益 △29,510 24,620

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 △30,643 24,620

少数株主に係る四半期包括利益 1,133 －
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 当社グループは、当第１四半期連結会計期間末の借入金残高のうち当社の借入金423,084千円について、借入先

と６ヶ月毎に期日更新を行ってきております。現在の当社グループの手元資金及び今後１年間の資金繰り見込みに

おいては、今後もこの借入金についての期日更新が当社グループの事業継続の前提となります。当該状況により、

当社グループにおいては継続企業の前提に関する重要な疑義を生じさせるような状況が存在しております。 

 当社グループは、当該状況を解消すべく以下の施策に取り組んでおります。 

  

 ① 今後の収益力への取り組み 

当社は、平成23年11月24日開催の当社株主総会において、当社とWWB株式会社（以下「WWB」という）との株式

交換契約につき承認決議され、同月29日に効力が発生しております。前連結会計年度に実施した当該株式交換に

より、当社既存事業であるIT事業、WWB既存事業である建機販売事業に加え、太陽光発電（ソーラー）事業に参

入し、グループとして強固な事業基盤を構築し、継続して収益を生み出す企業体を目指してまいります。 

  

 ② 当社グループの事業の進捗状況 

 当第１四半期連結会計期間においては、既存事業であるIT事業及び建機販売事業においては、厳しい経済環境

下ながら、堅調に推移しております。また、新規事業である太陽光発電（ソーラー）事業においては、市場拡大

により競争が激しくなっていく状況ではあるものの、WWB製品は品質性能、価格において競争力を有しており、

住宅向けを中心に堅調に推移しております。また、平成24年５月末に当社とWWBの事務所統合を予定通り実施い

たしました。これにより、事業の効率的な推進及び費用の削減が可能となっております。 

  

 ③ 財務基盤の強化 

 当社の資金状況については、当社より借入先である株式会社三菱東京UFJ銀行に対して、適宜、当社グループ

の事業進捗状況の説明を行い、今後の返済期日の更新について協議を行っております。 

 WWBの資金状況については、足元、事業は堅調に推移しており、仕入資金確保についても、取引先との決済条

件の緩和等により自助努力での資金繰り改善を鋭意行っております。 

 グループ全体としては、当社、WWBの両社において機動的に資金を融通し、安定した事業運営やメガソーラー

等への投資を行っていきます。 

  

 ④ 資金調達について 

 当社は前連結会計年度において、MW投資事業有限責任組合を割当先とした新株予約権を発行し19,600千円の資

金を調達し、同新株予約権の一部行使により20,394千円の調達を実施いたしました。残りの新株予約権について

もMW投資事業有限責任組合に対して行使するよう要請いたしましたが、同組合からはWWBの係争案件の事業に対

する影響の懸念を理由に新株予約権の行使を保留する旨の連絡を受けております。当社としては、同組合は契約

上、当社からの行使要請に対して応じる義務があると考えており、前述の係争案件は同組合が行使を保留する理

由としては正当でないと考えており、かつ、本係争案件は既にWWBに対する請求が棄却され解決済みでありま

す。このような状況下、当社としては引き続き同組合に対して残りの新株予約権について行使するように要請を

行い、当初見込んでいた30,006千円の資金調達を実施したいと考えております。 

   

上記施策については取組の途上であり、当社グループを取り巻く経営環境は依然として厳しいものと予想される

ことから、取組が予定通りに進捗しない場合には、当社グループの財務状況は悪化する可能性もあり、現時点では

継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められます。 

  

なお、四半期連結財務諸表は、継続企業を前提として作成されており、継続企業の前提に関する重要な不確実性

の影響を四半期連結財務諸表には反映しておりません。 

  

   

（３）継続企業の前提に関する注記
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 該当事項はありません。 

   

   

Ⅰ 前第１四半期連結累計期間（自 平成23年７月１日 至 平成23年９月30日） 

   報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

（単位：千円） 

（注）１．セグメント損失は四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。 

  

Ⅱ 当第１四半期連結累計期間（自 平成24年７月１日 至 平成24年９月30日） 

 １．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

（単位：千円） 

（注）１．セグメント利益の調整額は、のれんの償却額であります。 

   ２．セグメント利益又は損失は四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

 ２．報告セグメントの変更等に関する事項 

 当社グループは、従来、IT事業の単一事業のみを営んでいたことから所在地別情報を報告セグメントとして

いましたが、WWB株式会社と株式交換を実施したことにより、前第３四半期連結会計期間の報告セグメントよ

り、当社が営むライセンス販売やコンサルティングサービスの提供に関する事業をIT事業として、WWB株式会

社が営む建設機械の仕入・販売に関する事業を建機販売事業、太陽光発電システムの仕入・販売に関する事業

を太陽光発電（ソーラー）事業として、新たな報告セグメントの区分に変更することといたしました。 

 なお、前第１四半期連結累計期間のセグメント情報は、変更後の報告セグメントの区分に基づき作成したも

のを開示しております。 

   

   

（４）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記

（５）セグメント情報等

  

  
IT事業 

建機 
販売事業 

太陽光発電 
（ソーラー）

事業 
合計 調整額 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 
(注)１ 

(1) 外部顧客への売上高  118,869  －  －  118,869  －  118,869

(2) セグメント間の内部

売上高又は振替高 
 －  －  －  －  －  －

計  118,869  －  －  118,869  －  118,869

セグメント損失（△）  △21,632  －  －  △21,632  －  △21,632

  

  
IT事業 

建機 
販売事業 

太陽光発電 
（ソーラー）

事業 
合計 

調整額 
(注)１ 

四半期連結 
損益計算書 
計上額 
(注)２ 

(1) 外部顧客への売上高  107,198  265,346  220,509  593,054  －  593,054

(2) セグメント間の内部

売上高又は振替高 
 －  －  －  －  －  －

計  107,198  265,346  220,509  593,054  －  593,054

セグメント利益 

又は損失（△） 
 11,933  △5,030  38,386  45,289  △8,040  37,249
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